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発展途上国 にお ける研究 開発者 のキ ャ リア と職業意識 ・研究業績

   一インドにおける公的部門と民間部門の比較を中心として一

1.は じ め に

国士舘大学 梅澤 隆

 先進国ではR&D部 門の強化の重要性は，周知

のようによく指摘されることである。 またR&D

部門の人的資源管理に着目した研究 も行われてい

る。

 しか しこれからテイクオフを果たそうとする発

展途上国においても，R&D機 能の充実，強化は

不可欠である。また一般に発展途上国において，

民間部門のR&D機 能は小さく，公的部門のR&

D機 能の比重が高いと考えられる。

 さらにインドの場合，1991年 以来， 経済開放

政策を採 っているとはいえ，それまで混合経済体

制をとってきた。それ故多 くの国営，公営企業が

存在 している。

 そのために発展途上国のR&D機 能を考え る

場合，公的部門のR&D機 能は無視することの出

来ない不可欠な存在である。

 ここでは発展途上国の事例としてインドのR&

D部 門を取 り上げ，公的部門と民間部門の比較を

通 じて，両部門の研究開発者のキャリアと職業意

識，研究業績などの特性を検討する。

2.こ れ までの研究 と課題

 イ ン ドに お け るR&D部 門 の研 究 は決 して 少

な く はな い。 例 え ばSushil Kumar・Jai Prakash

eds.[1994]は 論 文 集 で あ るが ， R&D政 策 ， マ ネ

ジメ ン ト， 知 的所 有 権 ， コ ン ピ ュー タ化 な どの 問

題 につ い て 政 府 機 関 で あ るR&D組 織 を 中 心 に

包 括 的 に扱 って い る。 そ の中 に はR&D組 織 の組

織 風 土 と リー ダー シ ップ の 問題 モ チ ベ ー シ ョ ン

と リー ダー シ ップ，R&Dの 効 率 性 な ど人 的資 源

管 理 に関 わ る問 題 も検 討 さ れ て い る。 しか し十 分

な デ ー タに裏 付 け られ た もの で は な い。

 さ らにA.K. Srivastav・M. P. Chowdiah・K. B.

Akhilesh eds.[1995]も 論 文 集 で あ るが ， す べ て

が 人 的 資 源 管 理 に焦 点 を あて た論 文 で は な い。 し

か し研 究 開 発 者 の 管 理 の た め に 「統 合 的 視 点 」 と

して 採 用 ， キ ャ リア プ ラ ンニ ング， 評 価 ， 報 酬 な

どを 検 討 して い る。ま たR&D組 織 にお け る業 績

と報 酬 の 関 係 あ る い はR&D組 織 に お け る業 績

評 価 シ ス テ ムな どが 検 討 され て い る。

 M.V. Krishna Murthy・N. S. Siddharthan・

B.S. Sonde eds.[1996]も 科 学 技 術 を 扱 って い る

が， あ くま で 貿 易， 外 国 資本 の投 資 とい う観 点 か

扱 って い る。 ただ し大 学 やR&D組 織 と産 業 の 関

連 を扱 って い る こ とは， 注 目に値 す る。

 1995年 に 「R&Dと 起 業 家 」 に っ い て 開 か れ

た 国 際会 議(International Conference on En-

trepreurship and R&D)の ワー キ ン グペ ー パ ー

集(Administrative Staff College of India and

Mancherster Business School[1995])が あ る。

国 際 会 議 と い う性 格 か ら， す べ て が イ ン ドに お け

るR&Dを 扱 って い る訳 で はな いが，大 半 の論 文

は イ ン ドのR&D活 動 の お か れ て い る現 状 に つ

い て言 及 して い る。

 と くに こ の なか でV.Sucitra Mouly・Jayaram

K.Sankaran[1995]は 公 的 部 門 にお け るR&D

組 織 の 効 率 性 の 問 題 を3つ の 事 例 研 究 か ら明 ら

か に しよ う と して い る。 そ して 公 的 部 門 のR&D

組織 の 効 率 性 や 凝 集 性 を 阻 害 す る もの と して ，(1)

管 理 部 門 の 様 々 な レ ベ ル お け る官 僚 的 な 上 下 関

係，(2)R&D活 動 に対 す る組 織 外 か らの不 十 分

な 支 援 ，(3)学 会 や 研 究 会 へ の 出 席 な ど の仲 間 同

士 に よ る相 互 交 流 の機 会 の欠 如 ， を 指摘 した。 そ

してR&Dの 特 性 に適 合 す る よ う に組 織 を 再 編

す る必 要 性 を説 い て い る1)。

 このV.Sucitra Mouly・Jayaram K. Sankaran

[1995]は 事 例 研 究 に基 づ い て公 的部 門 に お け る

R&D活 動 の 問 題 点 を 明 らか に し た と い う意 味

で， 数 少 な い論 文 で あ る。 しか しな が ら必 ず し も

人 的 資 源 管 理 に焦 点 を置 い て い るわ け で は な い こ
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と，さらに民間のR&D部 門との比較が行われて

いないという限界をもっている。

 以下ではインドの公的部門と民間部門のR&D

部門で働 く研究開発者のアンケー ト調査に基づい

て，研究開発者のキャリアや職業意識，研究業績

について，両部門における違いを見ることにしよ

う。

3.イ ン ドのR&D政 策 とR&D部 門

 アンケー ト調査の分析の前に簡単に，インドの

R&D活 動の現状 をみてお こう。周知のように

1991年 ，イン ドは経済開放政策に転 じ，それま

での混合経済体制下で数多 くあった規制を緩和 し

た。

 具体的には (1)優 先35業 種(電 気機器，輸

送機器，工作機械，紙 ・パルプ，板ガラス， ソフ

トウエアなど)に っいて外資の出資比率51%ま

での投資を自動認可する。後にはさらに拡大 し，

採掘業3業 種では外資は50%ま で，23業 種は外

資 は51%ま で，9業 種については外資を74%

まで自動認可するまでに拡大 した。

 (2)産 業 ライセンス制度を特定の15業 種(石

炭，石油，砂糖，たばこ，紙，薬品など)を 除い

て廃止 し，これら15業 種以外の産業への新規参

入や事業拡大については原則 自由とする。

 (3)公 営企業のみに割 り当て られていた17業

種のうち11業 種を民間に開放 し，参入制限業種

は国防，原子力，石炭，鉱油，鉱物，鉄道の6業

種 とする。また，公営企業の民営化を図り，株式

を部分的に開放する。

 (4)輸 入制限を緩和 し，資本財や部品 ・材料の

輸入 を自由化する。また，関税を順次引き下 げ

る2)。

 これ ら経済開放政策の結果，それまでの公的部

門に占有されていた部門に民間企業が進出できる

ことになり，また外資も数多 くイ ンド市場に参入

することになった。

 またこのような大幅な規制緩和は国営，公営企

業にとっては新規参入の製品との競争を意味 し，

R&D機 能の強化が求あられ， また民間企業でも

輸入制限が撤廃されたために，やはりR&D機 能

の強化が必要となった。

 イン ドのR&D経 費をみると1994～95年 度

ではGNP比 で0.81%を 占めている。さらに全体

の経費が，6821千20万Rsで ，その内訳 は中央

政 府 が55113千50万Rs(75.0%)， 州 政 府 が

588千4百 万Rs(8.6%)， 民 間 部 門 が1119千

570万Rs(16.4%)に なっている(表1参 照)。

 インドのR&D経 費の特徴は二っある。

 第1に ，前にも述べたように政府とくに中央政

府がR&Dに 対 して大 きな役割を果た している

ことである。 これは発展途上国であるために，政

府が自らR&D機 能をもたざるを得なかったと

いうことと，混合経済体制を採 ったためにR&D

部門における政府の役割 も大 きくなったという二

表lR&D経 費

Central sector  State sector  Private sector Total

Rs. crores

1970^71

1980^一81

1985^86

1988^一89

1990^一91

1991^一92

1992^一93

1993^一94

1994^一95

 112.5

 580.5

1，654.1

2，675.6

3，058.3

3，467.3

3，891.1

4，272.4

5，113.05

12.6

59.3

162.8

254.1

365.4

408.6

478.8

561.1

588.40

R&Dexpenditure

 as%of GNP*

 14.6

 120.7

251.9

417.6

550.0

636.9

771.8

898.9

1，119.57

 139.7

 760.5

2，068.8

3，347.3

3，974.2

4，512.9

5，141.6

5，733.4

6，821.02

0.33

0.56

0.79

0.96

0.84

0.83

0.83

0.80

0.81

*GNP at market prices .

(出 所)Tata Services Limited[1997]p.194とDST[1997]か ら作 成 .1994-95はDST[1997]の 数 値 を使 用

   して い る.
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っの理由がある。

 第2に ，民間部門のR&D経 費が占める割合は

16.4%だ が，着実に増加 していることである。例

え ば1994～95年 度 の中央 政府R&D経 費 は

1980～81年 度の8.8倍 だが，民間部門は9.3倍

で，民間部門のR&D経 費の伸率の方が大 きい。

 教育機関を除いた国立の研究機関，国営，公営

企業からなる公的部門そ して民間企業におけるR

&D人 材の規模 は31万4千489人 で，このうち

直接研究開発に従事 しているのは11万4千403

人である。 これらのR&D人 材 も1980年 と比較

すると2倍 近 く増加 している(以 上表2参 照)。

 しか し以上のデータで は企業 レベルのR&D

人材の規模 は分からない。そこで少 しデータは古

くなるが1992年 現在の国営， 公営企業と民間企

業のR&D人 材の規模を表3で みると，全体では

6万4千824人 が働いているが，補助者や管理部

門を除くと，直接R&Dに 従事 しているのは3万

7千182人 で，公的部門で1万4千126人 ，民間

部 門 で は2万3千56人 が 勤 務 し て い る。 民 間 企

業 に 勤 務 し て い るR&D人 材 の 規 模 の 方 が 大 き

い 。 た だ し民 間 部 門 で は 個 々 のR&D部 門 の 規 模

は そ れ ほ ど 大 き くな い 。971の 企 業 内R&D部 門

の う ち1～20人 と い う の が ， 全 体 の705社 で ，

72.1%を 占 め て い る の で あ る3)。 つ ま り イ ン ドの

民 間 企 業 はR&D部 門 に 力 を 入 れ て い る が ， ま た

小 規 模 な 段 階 に 留 ま っ て い る と い え よ う 。

 中 央 政 府 レ ベ ル でR&D活 動 を して い る の は，

7つ の 機 関 で あ る。 っ ま りDRDO(Defence Re-

search and Development Organization)， DOS

(Department Space)， CSIR(Council of Scien-

tific and Industrial Research)， DAE(Depart-

ment of Atomic Energy)， ICAR(lndian Council

of Agricultural Research)， DST(Department of

Science&Technology)， MOEn(Ministry of En-

vironment and Forests)で あ る 。 と く に こ の 中

でCSIRは 科 学 技 術 省(Ministry of Science and

Technology)内 のDepartment of Science&In一

表2 R&D組 織で雇用 されて いる要員(1994年4月 現在)

(Number)

Activity 1974    1976    1980    1984    1986

Research&Development 48，328 54，105 64，875

Auxiliary

Administrative

Break-up Not Available

27，882  41，753  58，142

33，556  51，965  61，079

一                                       一                                       一

78，036

72，233

?1，680

85，309

70，233

79，093

6，062

1988

96，927  105，936

80，956  96，737

86，398  98，204

3，335  一

1990    1992    1994

95，486  114，403

98，202  98，769

99，660  101，317

   Total      109，766 147，823 184，096 221，949 240，69? 267，616 300，877 293，348 314，489

Source：Department of Science&Technology.

Note： 1.一Nil.

   2. Excluding Higher Education Sector.

(出 所)Ministry of Science and Technology[1gg7]p.42

表3産 業分野 のR&D部 門 で雇 用されている要 員(1992年4月1日 現在)

        Public Sector

Type of work 一           一一

       In-house R&D units In-house R&D units

Private Sector Industrial Sector

SIRO units Private Sector All R&Dunits

(1) (2) (3) (4) (3十4)=(5) (2十5)=(6)

R&D

Auxiliary

Administration

14，126

5，595

2，661

22，382

20，130

8，320

4，811

2，926

2，305

3，950

23，056

10，625

8，761

37，182

16，220

11，422

 Total        22，382         33，261       9，181     42，442

Source：Data collected and compiled by DST

Note： Data for Private Sector refers to 980 in-house R&D units and 148 SIRO units

(出 所)Ministry of Science and Technology[lgg4]p.81

64，824
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dustrial Researchの 管 轄 の 下 で40の 研 究 所 を

設 置 して ， 幅 広 い研 究 を 行 って い る4)。

 またDSIR(Department of Science&Indus-

trial Research)は 一 定 の要 件 を満 た したR&D

部 門 の 認 証(Recognition of In-house R&D

Units)を 行 って い る。 この認 証 を受 け る と①R&

D費 用 の所 得 税 か らの控 除 ， ② 政 府 資 金 に基 づ く

R&Dプ ロ ジ ェ ク トお け る物 品 の 輸 入 関 税 の 免

除，③ 民 間R&D企 業 で は5年 間 の無 税，④ 開発

さ れ た製 品 に対 す る消 費 税 の3年 間 免 除 ， な ど の

特 典 が 与 え られ る。1996年 現 在 で， この よ うな

認 証 さ れ た 企 業 内R&D部 門 は1256に の ぼ って

い る5)。

 SIROs(Scientific and Industrial Research

Organization)と 呼 ば れ る もの もあ る。 これ は大

学 や民 間 の研 究 機 関 が外 部 か ら委 託 さ れ た研 究 を

行 っ た場 合 に， 税 金 が か か るが ， こ れ を免 除 す る

た め に作 られ た も の で，DSIRの 認 証 が必 要 で あ

る。現 在531の 機 関 が 認 証 され て い るが ， 自然科

学 ，工 学 系 だ け で は な く，社 会 科 学 系 の116機 関

も含 ん で い る6}。

 以 上 の例 で み る よ う に イ ン ド政 府 はR&Dを

振興するたあに，各種施策を行っているが，必ず

しも成功 しているとはいえない。例えばDOE

(電子工業省，Department of Electronics)は エ

レク トロニクス産業の第9次5力 年計画のなか

で次のように述べている。「主な欠陥は，学界や産

業界のなかにR&D文 化が欠如 していることで

ある。これは国家の長期的な利益を損なうもので

ある。少数の会社は企業内R&D能 力を持ってい

るが，これらの企業でさえ，既存技術をっか って，

6ヵ 月から12カ 月の短い期間でできるような特

定領域の問題を解決 しよ うとしている。」7)そし

てDOEの 政策として 「政府 は研究所， 大学が産

業に関連 した応用のたあのR&Dを 行 うように

転換することを奨励すべきである。民間部門の

R&D活 動を奨励するたあに，R&D費 用の2倍

を控除すべきである。」8)と述べている。

4.研 究開発者の基本属性

 発展途上国では一般に公的部門が重要なR&D

機能を担 っている。前にみたようにインドも例外

ではない。 しかしインドでは1991年 以降の経済

     公的部門 実数
          %経営形態 一  一.一 一一一一

     民間部門 実数
          %

合 計       実数

          %

20歳 代

表4 年齢(経 営形態別)

      年齢 カテゴ リー

 29

13.4

 98

50.5%

 127

30.9%

壅5

.一 一 一一「_

0～34歳 35～39歳 4
一 一 一『 一 一}

29 44

13.4 20.3%
一一㎜. 一一

44 19

22.7% 9.8%
一 一一 皿 一一     一一 一一

73 63

17.8 15.3
一 一}齟 『

勤続年数(経 営形態別)

40～44歳

 41

1s.s%

 14

7.2

 55

13.4%

45歳 以 上

  74

34.1

合 計

 217

100.0

19194

9.8%100.0%

93411

22.6%100.0%

   

実数 

%  

   

   

   

   

5～10年 未満

公的部門

経営形態 一 一
    民間部門 実数
         %

合 計      実数

         %

勤続 年 数

 26

12.0

 33

17.0

 59

14.4

10～15年 未満  15～20年 未満

 48

22.1%

 17

8.8

 65

15.8

 52

24.0%

  5

2.6

 57

13.9

20年 以上

 68

31.3%

 12

6.2

 80

19.5

合 計

 217

100.0

 194

100.0

 411

100.0
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表6 性別(経 営形態別)

経営形態

合 計

性 別
口 計

 一

 

一

果
          A

_匡 一
的部門 実数

%

由

 188

86.6

 29

13.4

.一一一.一一 一..

  217

100.0

間部門 実数

墜
実数
%

 171

88.1

 23

11.9%

  194

100.0

 359

87.3

 52

12.7%

 411

100.0

表7 学歴(経 営形態別)

学 歴

圃
剄実%

博士課程修了

経営形態

公的部門  62

28.6%

民間部門 数

 

 数

実

%

実

%

 34

17.5

合 計  96

23.4%

修士課程修了一一. 学部卒

  75

34.6%

  70

32.3%

  73

37.6%

  80

41.2%

   148

 36.0%
一一一

  150

36.5%
一一一一   一一一.一

開放政策によって，民間部門のR&D機 能の強化

が求あられている。以下ではインドの研究開発者

(R&D人 材)の 個人調査9)を通 じて，公的部門と

民間部門の研究開発者のキャリアや職業意識 ・研

究業績の違いをみることにする。なおここでいう

公的部門とはCSIR管 轄下の研究所のような国立

の各種研究所，中央政府 ・州政府により経営され

ている公営企業を含んでいる。

 まず簡単 に研究開発者のプロフィールをみてお

こう。表4で ，研究開発者の年齢をみてみると明

らかに相違があ る。公的部門では45歳 以上が

34.1%を 占あ，さらに40～44歳 の研究開発者も

18.9%を 占めている。っまり40歳 以上の研究開

発者が全研究開発者の半分以上を占めているので

ある。

 これに対 して民間部門の研究開発者の年齢 は若

い。20歳 代が50.5%を 占めている。

 年齢階層が公的部門では高 く，民間部門では若

いということは，当然ながら勤続年数の長 さにも

影響を与えると考えることが出来 る。表5に みる

ように，公的部門では勤続年数が15年 以上の研

究開発者が半分以上であり，民間部門では65.5%

塾一-一
 5

2.3

 4

2.1

9

2.2

 5

2.3

 3

1.5%

 8

1.9%

合 計

 217

100.0%

 194

100.0

 411

100.0

が勤続年数5年 未満である。

 ちなみに年齢と勤続年数の平均をみると公的部

門で は年齢 は40.3歳 ，勤続年数 は15.8年 で あ

り，民間部門では年齢は31.6歳 ，勤続年数 は5.2

年である。公的部門と民間部門の研究開発者の年

齢，勤続年数の差違は，前にも述べているように，

R&D機 能を， これまで もっぱら公的部門が担 っ

てお り，近年になって民間部門におけるR&D機

能が拡充されてきたことを反映 している。

 性別でみると公的部門と民間部門で大きな差違

はない。女子が公的部門で13.4%， 民間部門で

11.9%を 占めている(表6参 照)。

 学歴別にみると民間部門より公的部門の方が全

般的な学歴水準 は高い。つまり博士課程修了者 は

公的部門では28.6%を 占めているが，民間部門

では17.5%で ，およそ10ポ イ ント低下 してい

る。民間部門では学部卒の研究開発者が41.2%

を占めていることも特徴 として指摘できる(表7

参照)。



128

5.職 務 とキ ャリア

さて研究開発者は現在どのような職位にあり，

ど の よ うな部 門 に所 属 して い る のか を み る。

 職 位 で は両 部 門 と も一 般 職(Non Managerial)

が もっ と も多 く，公 的 部 門 で30.4%， 民 間 部 門 で

46.9%を 占 め て い る。 だ が 公 的 部 門 の方 は民 間

表8 現在の職位(経 営形態別)

    公的部門

経営

形態 民間部門

AA計

 P<0.01

Director
Gen
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実数

%
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  3
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 1131  157
27.5%138.2%

 13

3.2

  7
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100.0
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表9 職 位(年 齢 別 ・経 営形 態別)
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      表10 現在の所属部門(経 営形態別)

蜃研緬 究靂+蠶 酷 巒劃研究企祠 寵
1877605133374217

8.3%35.5%27.6%2.3%6.0%1.4%17.1%1.8%100 .0%

54811612121-194

2.6%24.7%59.8%.5%1.0%.5%10.8%一 一100.0%

231251766154584411

5.6%30.4%42.8%1.5%3.6%1.0%14.1%1.0%100.0%

表11 今後希望する部門

今後希望 している部門

基礎研究1応脚 究
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形
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表12 高度専門職への就任希望
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表13 高度専門職 に就きたい理由(2つ 選択)
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部 門 に比 較 してSection Chief， Assistant Gener・

al Managerな ど上 位 の職 位 に就 く ものが ものが

比 較 的 ， 多 い(表8参 照)。 しか し前 にみ た よ う

に， 公 的 部 門 で は民 間 部 門 に比 べ て 年 齢 構 成 は高

か った 。 しか し職 位 の 分 布 は確 か に公 的 部 門 の 方

が 民 間 部 門 に比 較 して ， 上 方 に シ フ ト して い る と

はい え ，年 齢 構成 の 違 い ほ ど強 い もの で はな い 。

そ こで表9で ，部 門別 に年 齢 と職 位 の 関係 を み る

と大 き な違 い が あ る。 民 間 部 門 で は30歳 以 降 で

はNon Managerialは 急 速 に減 少 す るが ，公 的部

門 で は そ うで は な い。 例 え ば35～39歳 は， 公 的

部 門 で は36.4%がNon Managerialに 対 して，

民 間 部 門 で は10.5%に す ぎ な い ので あ る。

 こ の 背 景 に は公 的 部 門 で はR&D部 門 の歴 史

が 長 い こ と， ま た各 職 位 の 数 に対 す る制 度 的 制 約

な どの存 在 が推 測 され るが ， 現 時 点 で は明 確 で は

な い。

 次 に現 在 の 所 属 部 門 を み て み る と 公 的 部 門 で

も っ と も多 い の は応 用 研 究 部 門 に所 属 して い る研

究 開 発 者 で35.5%， 次 が 開 発 ・設 計 部 門 で

27.6%を 占 あ て い る。 これ に対 し民 間 部 門 で は

59.8%の 研 究 開 発 者 が 開 発 ・設 計 部 門 に所 属 し

て い る。

 基礎的な研究は民間部門より公的部門でより多

く行われている。 しか しなが ら公的部門でも基礎

研究部門に所属す る研究開発者の割合 は8.3%

で，それほど大 きなものではない。

 また研究企画が公的部門で17.1%， 民間部門で

10.8%を 占あているが， これはR&D部 門の管

理職の職位についているものが，一.・部選択 してい

るためである(以 上表10参 照)。 いずれにして

も，インドのR&D部 門は製品開発や応用研究が

中心であるといえよう。さらにもっとも長 く所属

した部門をみても，製品開発や応用研究が中心で

あるという傾向は変わらない。

 今後，就 きたい部門をみると公的部門では応用

研究， 開発 ・設計，研究企画が20%以 上を占め

てい る。民 間部 門で もや は り，開発 ・設計 が

35.1%， 応用研究が21.1%， 研究企画が19.6%

で，公的部門と今後働きたい部門については，大

きな変化はない。研究企画が公的部門や民間部門

に多いのは，前にも述べたように，これが管理職

ポス トを意味すると考えられたためである。また

基礎研究は若干増えているとはいえ，例えば日本

のように20%近 くが基礎研究を志向するような

状況にはない(表11参 照)。

 次の高度専門職への就任希望の有無を表12で

みると，公的部門，民間部門 とも 「ぜひ就 きた

い」，「できれば就 きたい」 とするものが多いこと

に違いはない。 しかし民間部門では 「就 きた くな

い」が10.8%， 「あまり就 きたくない」が16 .5%

あり，いずれも公的部門を上回っている。民間部

門の研究開発者では，やや高度専門職志向が弱い

といえよう。

 しかし表13に 示 したように，高度専門職 に就

きたい理由では公的部門，民間部門ともフェロー

の方が大きな仕事ができる可能性を70%前 後が

挙げている。ただ 「研究開発に専念できる」や 「管

理職より研究開発職に適性がある」 とするものが

民間部門で10ポ イント前後多い。

6.組 織 ・会社 への コミッ トメ ン ト

 転職経験の有無では，公的部門と民間部門とで

は大きな違いがある。っまり公的部門では転職経

験をもっ研究開発者は26。7%， 約1/4で あるの

に対 して， 民間部門では46.4%と ， 約半分の研

究開発者 は転職経験 をもっているのである(表

14参 照)。 さらに転職経験をもつ研究開発者に転

職回数を尋ねると，平均で公的部門では1.5回 ，

民間部門では1.8回 で，民間部門の方が高い。た

だしこの転職回数の平均の差は統計的には有意で

はない。

 転職の理由は，データは示さないが賃金など経

済的条件が良いは40%弱 で， 公的部門，民間部

門とももっとも多い。公的部門で多いのは 「研究

テーマを掘り下げられる」，「ポストなど待遇がよ

い」は30%以 上の研究開発者が指摘 している。

 これに対 して，民間部門の研究開発者が指摘 し

ているのは 「管理者 としての能力発揮」や 「前勤

務先での仕事の行き詰まり」は，公的部門の研究

開発者より10ポ イント以上多い。

 前節で公的部門部門では年齢に比較 して一般職

(Non Managerial)が 多いことを指摘 し，管理職
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ポストが制度的に限 られているのではないかとい

う推測を述べた。 これに転職理由として 「管理者

としての能力発揮」を挙げるものが多いことを考

慮すると， これらの転職者は公的部門から民間部

門への転職であることを示唆しているのかもしれ

ない。

 それでは研究開発者は会社や研究開発部門，職

場の同僚など，どれに帰属意識を感 じているのだ

ろうか。会社，研究開発部門，直接上司，職場の

同僚，研究開発 という職種， 自分の研究対象に1

位から6位 までの順位をつけさせた。そ して1位

には6点 ，6位 には1点 というようにスコアを与

えて，「帰属意識スコア」を求あた。各帰属意識ス

コアは，1点 か ら6点 の間に分布す るはずであ

表14 転職経験の有無

公的部門 実数

    %
経営形態 一  .一一
     民間部門 実数
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合 計 数実
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2 1941.0%100.0%
 411

100.0%

P<0.01

表15 帰属意識 スコア

機関・会社
所属部門
直属の上司

職場の同僚

研究開発という職種
自分の研究対象

N
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表16

循 形壅.1[

帰属意識 スコア(経 営形態別)
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一 一一一一一 一-一 ・

標 準 偏 差

 2.0404

 1.7852

 1.6162

 1.6348

1.5454

1.4110

1.3654

1.4388

1.4806

1.6279

値均
一平」

砿一 

一

一差

一

平 均 値 の 標 準 誤 差

   .1443

   .1309

   .1118

   .1212

   .1066

   .1046

9.490E-02

  .1052

     .1027.1200
公的部

民間部
1.5999

1.5693

.1117

.1154
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る。その 「帰属意識スコア」の平均をみたのが表

15で ある。 もっとも帰属意識スコアの得点が高

いのは 「研究開発 という職種」で4.3点 ，さらに

「自分の研究対象」のスコアも4.1点 で，機関 ・会

社といったものより研究そのものに強い帰属意識

を もっていることが分かる。っまり研究開発者は

公的部門であろうと民間部門であろうと，「研究

開発という職種」や 「自分の研究対象」に強い一

体感をもっているのである。

 しか し表16に 示すように，公的部門と民間部

門の研究開発者に分けて，帰属意識 スコアをみる

と， この 「研究開発 という職種」 「自分の研究対

象」は確か に高 い帰属意識スコアを示 している

が，公的部門と民間部門の間に有意な差はない。

しか し公的部門の研究開発者は民間部門の研究開

発者 より，研究開発部門に対する帰属意識が強

く，民間部門の研究開発者は研究開発部門より機

関 ・会社 に対する帰属意識が強いのである。これ

は公的部門のいくつかの機関は研究部門のみから

なっていることにも関連 していると思われる。

7.R&D活 性化のための環境と満足度

 R&D活 動を活性化 に関連すると考え られる

26の 設問をあげて，その重要度を尋ねた(表17

参照)。「まった く重要ではない」に 一2点 ，「あま

り重要ではない」 に 一1点 ，「どちらともいえな

い」に0点 ，「比較的重要である」に+1点 ，「非

常に重要である」に+2点 を与えて，この平均点

をみた。平均点は 一2点 か ら+2点 の間に分布

するはずである。平均点が高いのは，「研究目標の

明確さ」，「人事評価の公平さ」，「研究開発予算」，

「研究設備」，「能力開発の機会」，「上司の指導力」，

「研究開発の自由度」，「会社 トップの研究開発へ

の関心」，「有能な人材のスカウト」，「雇用の安定」

の10項 目が1.2点 を上回った。っまりこれらの

表17R&D活 性化 のために重要 な項 目

問12の1(目 標 明確)

問12の2(テ ーマの内容)

問12の3(成 果 の評価)

問12の4(人 事評価公正)

問12の5(昇 進等 の機会)

問12の6(支 援体制)

問12の7(予 算)

問12の8(社 内他部門連携)

問12の9(設 備)

問12の10(勤 務地 の所在地)

問12の11(社 外交流)

問12の12(外 部発表機会)

問12の13(能 力開発機会)

問12の14(上 司指導力)

問12の15(職 場 の人間関係)

問12の16(研 究開発 自由度)

問12の17(権 限)

問12の18(時 間 自由度)

」_N ..均 値

問12の19(業 績 に リンクした給与等)

問12の20(福 利 厚 生)

問12の21(オ ー プ ンな組 織 風土)

問12の22(O一 テ ー シ ョ ン)

問12の23(ト ップ の 関心)

問12の24(ス ヵ ウ ト)

問12の25(人 材 多 様 性 等)

問12の26(雇 用 安 定)

P<0.01

7

6

1

3

4

9

9

6

9

6

1

1

5

1

0

2

3

6

8

9

7

5

7

8

3

0

9

7

9

9

9

8

8

8

8

8

9

9

9

9

9

9

8

8

8

7

7

8

8

8

8

9

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

 1.5693

 1.1064

 1.3069

 1.0687

 1.1218

 .9871

 1.3265

 1.0907

 1.5141

 .7228

 .9003

 .6573

 1.2025

 1.2020

-1 .2974

 1.3010

 1.1044

 1.0466

 .8582

 .4723

 .8037

 .1766

 1.405?

 1.4227

 .7154

 1.2000

標 準偏 差  平均値の標準誤差

9

1

2

0

5

3

8

0

8

4

1

2

2

9

9

2

9

0

7

9

8

3

2

6

8

7

8

1

3

4

0

8

5

4

1

9

4

9

5

3

8

3

7

8

2

7

7

3

5

2

0

6

4

9

9

3

7

8

4

3

8

9

1

5

7

0

5

3

1

0

6

7

0

0

9

7

7

5

B

B

B

m

9

2

・
8

3

7

m

m

U

B

m

β

9

2

m

n

n

U

E

B

B

m

m

4.260E-02

4.595E-02

4.517E-02

5.216E-02

4.889E-02

5.011E-02

4.288E-02

4.754E-02

3.964E-02

5.596E-02

5.129E-02

5.862E-02

4.404E-02

5.077E-02

2.830E-02

4.713E-02

4.690E-02

5.130E-02

5.903E-02

6.050E-02

5.706E-02

6.132E-02

4.550E-02

4.430E-02

5.471E-02

5.351E-02
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表18 R&D活 性化 のために重要な項 目(経 営形態別)

N L平 均値1騨 雕 平均値の標準誤差_     経営形R
問12の1(目 標明確)鷁 黐

L
  212

   185

1.6321

1.4973

.7706

.9274

5.293E-02

6.818E-02

問12の2(テ ーマの内容) 公的部門
             民間部門                 一

 199

 177
-一  一一 『

1.1910

1.0113

.7809

.9942

5.536E-02

7.473E-02

問12の3(成 果の評価)  公的部門
             民間部門
              一 一一.一

208

183

1.2885

1.3279

.8811

.9088

6.109E-02

6.718E-02

問12の4(人 事評価公正) 公的部門
             民間部門           一〒一 一一 一丁〒

209

184

1.0718

1.0652

1.0376

1.0328

     一一一..一

7.177E-02

7.614E-02
  一一.一.一

問12の5(昇 進等の機会) 公的部門
              民間部門冖.

209

185

1.2919**

.9297
    一

             『

.9178   1   6.348E-02

.9948   1   7.314E-02

問12の6(支 援体制)   公的部門
             民間部門

207

182

1.1014*

.8571

.9726

.9925
   一一一

6.760E-02

7.357E-02              一一一一.一一一
問12の7(予 算)     公的部門

              民間部門』

208

181
  一..

1.4087*

1.2320

.8290

.8572

    一一 一

5.748E-02

6.371E-02

問12の8(社 内他部門連携)公 的部門
             民間部門                 .一一

204

182
   一一

1.0686

1ユ154

.9852

.8750

一 一」..凵一

 6.898E-02

 6.486E-02
                   一一 一

問12の9(設 備)     公的部門   208
             民間部門   181                  一一

1.4856

1.5470

.7549

.8126

5.234E-02

6.040E-02
-.一 一      .一一一一一一一一一一一一一一.一 一一 一一

問12の10(勤 務地の所在地)公 的部門   206
              民間部門   180 一一一一一.

.7718

.6667

1.0961

1.1036

7.637E-02

8.226E-02             一一.                  一

埋 の11(社外交流)釡 灘 ⊥lll
.9713

.8187

  1.0044

  1.0219
『 一一.一

6.947E-02

7.575E-02

問12の12(外 部発表機会) 公的部門
             民間部門

209

182

.9378**

.3352

1.0746

1.1718

7.433E-72

8.686E-02

問12の13(能 力開発機会) 公的部門
             民間部門
     i一一一・一一一 一一

211

184

  「 r-

1.2085

1.1957
  .一.一「「

.8859

.8651

6.099E-02

6.378E-02

問12の14(上 司指導力)  公的部門
             民間部門

208

183

1.2019

1.2022

1.0109

.9987

7.009E-02

7.382E-02

問12の15(職 場の人間関係)公 的部門
             民間部門

208

182

一1 .2837

-1 .3132

.5484

.5717

3.803E-02

4.237E-02

問12の16(研 究開発自由度)公 的部門
             民間部門

  一

209

183  一一一

1.4163**

1.1694

.8458

1.0102

 一一一一一..『

5.850E-02

7.468E-02

問12の17(権 限)     公的部門
             民間部門                一一一.

203

180一一一一一一一

    一

1.1084

1.1000

一 一一..

  .9637

  .8659

  一'鹵』一一齟凵.一

6.764E-02

6.454E-02

問12の18(時 間自由度)  公的部門
             民間部門              一一一一.}

204

182

1.0980 .9522
_9890 1.0668

6.666E-02

7.907E-02
一.一 一.一 一.一

問12の19(業 績 に リンク  公的部 門

  した給与等)       民 間部門

208

180

.8750

.8389

1.2409

1.0684
   一一

8.604E-02

7.963E-02

問12の20(福 利厚生)   公的部門
              民間部門}一

202

177

     .4257

     .5254
一.一 一一 「 一

1.3109

1.0060

9.223E-02

7.562E-02

問12の21(オ ープ ンな   公的部 門

 組織風土)        民 間部門
             一『 「「一 一「「T「一一.』

198

179

.7172

.8994

1.1359

1.0710

     一一一 一       一

8.072E-02

8.005E-02

問12の22(ロ ーテーシ ョン)公 的部 門

              民 間部 門
=冖-『 一一-了 一

205

180

.1415

.2167

1.2464

1.1544

8.705E-02

8.605E-02

問12の23(ト ップの関心) 公的部門
             民間部門                 一一

 207

 180
一

1.4203

1.3889

.8658

.9299

6.018E-02

6.931E-02

問12の24(ス カウト)   公的部門
             民間部門

209

179 一一.一

1.4641

1.3743

.8492

.8992

一 一一一一一一.一一一 一

  5.874E-02

  6.721E-02

問12の25(人 材多様性等) 公的部門
             民間部門

206

177

一 一一一一一.一一一

   .6408

   .8023

1.0941

1.0392

1.0832

1.0265

 7.623E-02

 7.811E-02
一

問12の26(雇 用安定)   公的部門
              民間部門
』.一 一 一 一一一一一一一一.一一.一

209

181

1.2392

1.1547

7.492E-02

7.630E-02

**P<0
.01，*P<0.05
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設問の項目がR&D活 動の活性化に，とくに重要

で活性化に貢献すると研究開発者は考えている。

また 「職場の人間関係」 は 一1.2点 で，R&Dの

活性化にはまった く関係ないと研究開発者は考え

ていることが分かった。

 では公的部門の研究開発者と民間部門のそれと

では，重要と考えるR&Dの 活性化の条件 は異な

るであろうか。「昇進 ・昇格の機会」，「研究の支援

体制」，「研究開発予算」，「外部での研究発表の機

会」，「研究開発の自由度」の5項 目の設問で有意

な差があり，いずれも民間部門より公的部門の研

究開発者が， より重要だと考えている (表18参

照)。

 R&D環 境に研究開発者はどの程度，満足 して

いるのであろうか。前のR&D活 動を活性化する

のに重要だと考えられる26の 設問項 目に，「以上

のことをすべて含あた総合的満足度」を加えた

27項 目にっいて尋ねた。これに対 して 「大いに不

満」，「やや不満」には+1点 を与え，「やや満足」，

「大いに不満足」 などには 一1点 を与えて， 各設

問の平均得点をみた。つまり得点は 一1点 か ら

+1点 の間に分布 し， プラスの得点が高いほど，

満足度が高いことになる。

 満足度が0.5点 以上あるのは 「研究 目標の明確

さ」，「与えられた研究開発テーマの内容」，「勤務

地の所在地」，「職場の人間関係」，「研究開発の自

由度」，「雇用の安定」，「以上のことをすべて含め

た総合的満足度」 の7項 目である(以 上表19参

照)。

 前にみたようにR&D活 動を活性化するため

に重要なものとしては，「研究目標の明確さ」，「人

事評価の公平 さ」，「研究開発予算」，「研究設備」，

「能力開発の機会」，「上司の指導力」，「研究開発の

自由度」，「会社 トップの研究開発への関心」，「有

表19 R&D環 境の満足度

問13の1(目 標明確)

問13の2(テ ーマ内容)

問13の3(成 果 の評価)

問13の4(人 事評価公正)

問13の5(昇 進等機会)

問13の6(支 援体制)

問13の7(予 算)

問13の8(社 内他部門連携)

問13の9(設 備)

問13の10(勤 務地所在地)

問13の11(社 外交流)

問13の12(外 部発表機会)

問13の13(能 力開発機会)

問13の14(上 司指導力)

問13の15(職 場の人間関係)

問13の16(研 究開発 自由度)

問13の17(権 限)

問13の18(時 間 自由度)

問13の19(業 績 に リンクした給与 等)

問13の20(福 利厚生)

問13の21(オ ープ ンな組織風土)

問13の22(ロ ーテーシ ョン)

問13の23(ト ップの関心)

問13の24(ス カウ ト)

問13の25(人 材多様性等)

問13の26(雇 用安定)

問13の27(総 ：合的満足度)

P<0.01

N

課

嬲

驪

躅
嬲

嬲

鰯

嬲

嬲

謝
轜

脳
鵬

藹

驪

平 均 値

瓣
擁
羅
端
箝
櫟
潔
鶸
鶲
瀬
篇
謡
蠶
嬲

標準 偏 平均値の標準誤差

嬲
鸚
羅
㎜
器
黜
翻
翻
羅
蜘
顯
駲
罵
嬲
嬲

4.359E-02

4ユ57E-02

4.563E-02

4.597E-02

4.799E-02

4.817E-02

4.683E-02

4.540E-02

4.456E-02

4.359E-02

4.941E-02

5.094E-02

4.690E-02

4.660E-02

4.114E-02

4.336E-02

4.594E-02

4.637E-02

5.058E-02

5.121E-02

5.004E-02

5.047E-02

4.910E-02

4.904E-02

4.652E-02

3.295E-02

4.356E-02
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表20 R&D環 境 の満足 度

問13の1(目 標明確)

問13の2(テ ーマ 内 容)

問13の3(成 果の評価)

問13の4(人 事評価公正)

経営形態 一s 平 均 値 」    一一一
標

)   公的部門
    民間部門

209

182

.4545

.5714
   .一一一

容)  公的部門
    民間部門

198

17?

.5758.6158
一一

冖 一

価)  公的部門
    民間部門

208

178

.4231

.4719

公正)鴿 馴 209

180

.3397*

.5222 .一

問13の5(昇 進等機会) 公的部門
民間部門

標準 偏 差

.8929

.8229

.8197

.7901

.9083

.8841

   平 均 値 の

一 一 一標3_誤 差

  6.176E-02

  6.100E-02

5.825E-02

5.939E-02

6.298E-02

6.627E-02

.9428

.8552

6.521E-02

6.374E-02

Q
ソ
Q
り

0

7

9
臼
-

.2727

.3966

問13の6(支 援体制) 公的部門

民間部門

7
8

厂0

0

7
嚶

9
】

-

.2174**

.4857

.9644

.9205

6.671E-02

6.880E-02

.9785

.8766

6.801E-02

6.627E-02

問13の7(予 算)

瓮翻1206179

齲 劉209178

.2621**

.5531

.9674

.8355

6.740E-02

6.245E-02

問13の8(社 内他部門連携)

問13の9(設 備) 公的部門
民間部門

問13の10(勤 務地 所在地) 公的部門
民間部門

問13の11(社 外交流) 公的部門
民間部門

問13の12(外 部発表機会)

問13の13(能 力開発機会)

公的部門
民間部門

公的部門
民間部門

.3589*

.5618

.9356

.8296

6.472E-02

6.218E-02

8

Q
り

0

7
.

9
臼
-

嵩：1鑛1顴繼1

208

178

209

171

208

169

210

179

207

178

210

180

  .4519

  .5196

  .5000

  .5393

  .3014

  .2398

  .2500*

4.142E-02

  .3238

  .4525

  .3043*

  .5281

  .4762**

  .7111

.8942

.8568

6.200E-02

6.404E-02

.8681

.8445

6.019E-02

6.330E-02
        一一 一

.9558

.9737

6.611E-02

7.446E-02
          一

.9706

1.0021

6.730E-02

7.709E-02
一一一一 一一一一一一一 『

.9484

.8943

6.544E-02

6.684E-02一一 一一.一一一一
6.637E-02

6.383E-02

.9549

.8516

   .8814

   .7050一 一.一 一一一一.

6.083E-02

5.255E-02

問13の16(研 究開発自由度)公的部門
             民間部門

8

7

0

7
.

9
臼
-

.4615

.6045

.2647**

.6591

8893

7988

6.166E-02

6.005E-02

問13の17(権 限) 公的部門
民間部門

204

176

由度) 公的部門
民間部門..一一L一 一 一齟

204

177

リン ク 公的部門
民間部門    皿

  208

  177
-

生) 公的部門
民間部門

202

176

ンな 公的部門
民間部門

197
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一 シ ョ ン) 公的部門
民間部門
齟一 」一

199

169

の関心) 公的部門
民間部門

201

177

一

ト) 公的部門
民間部門

200

175
  一}.一

様性等) 公的部門
民間部門

197

173

.

9667

7542

6.768E-02

5.685E-02

問13の18(時 間 自由度) .3235*

.5480

.0000**

.2881

9485

8388

6.641E-02

6.305E-02

問13の19(業 績 に リンク

 した給与等)

問13の20(福 利厚生)

問13の21(オ ー プ ンな

 組 織 風 土)

問13の22(ロ ーテ ー シ ョン)公 的 部 門

問13の23(ト ッ プの 関 心)

問13の24(ス カ ウ ト)

問13の25(人 材多様性等)

問13の26(雇 用安定)

1嬲
197

178

208

180

5.94E-02**

 .2955

 .1472*

 .3785

 .1658

 .3609

 .1144**

 .5141

.2100*

.4400

.3807

.5260

.8680**

.6629

1.0024

9603

1.000

.9581

×16

82

    ヨ

6.950E-02

7.218E-02

7.041E-02

7.222E-02

問13の27(総 合的満足度)

**P<0 .01，*P<0.05

  .9916
  .9282
  .9886
  .9354
  .9959
  .8601
  .9802

  .9006 j
  .9271
  .8529

7.065E-02

6.977E-02

7.008E-02

7.195E-02

.4978

.7508

.4231*

.6222

.9083

.7850

7.025E-02

6.465E-02

6.931E-02

6.808E-02

6.605E-02

6.485E-20

3.547E-02

5.627E-02

6.298E-02

5.851E-02
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能な人材のスカウ ト」，「雇用の安定」 の10項 目

が1.2点 を上回っていた。R&D環 境の満足度か

 らみると，このうち 「人事評価の公平さ」，「研究

開発予算」，「研究設備」，「能力開発の機会」，「上

司の指導力」，「会社 トップの研究開発への関心」，

「有能な人材のスカウ ト」が0.5を 下回っている。

つまり研究活動を活性化するために重要なR&D

環境と指摘されているにも関わ らず，それに対す

る満足度は低い。

 ではR&D環 境 に関連 した満足度は公的部門

の研究開発者 と民間部門の研究開発者では異なっ

ているのであろうか。それをみたのが表20で あ

る。27項 目の設問があるが，「社外の研究所との

交流」，「外部での研究発表の機会」，「雇用の安定」

以外，すべての設問で，公的部門の得点を民間部

門の得点が上回っている。 っまり 「雇用の安定」

などの3項 目は別として，それ以外設問について

は公的部門の研究開発者より民間部門の研究開発

者の方が満足度が高いのである。

 とくに 「人事評価の公正 さ」，「研究 の支援体

制」，「研究開発予算」，「社内他部門 との連携」，

「上司の指導力」，「職場での人間関係」，「仕事上の

権限」，「時間の自由度」，「オープンな組織風土」，

「業績にリンクした給与等」， 「福利厚生」， 「会社

トップの研究開発への関心」，「有能な人材のスカ

ウ ト」，そして 「以上のことすべてを含めた総合的

満足度」 の14の 設問で， 公的部門と民間部門の

平均得点の差違 は有意である。っまり統計的に有

意な平均得点の差違の うち，「外部での研究発表

の機会」，「雇用の安定」以外の項目では，いずれ

も民間部門の研究開発者の方が満足度が高い。

 また前にみたようにR&D活 動 を活性化する

たあに重要な ものと して は，「昇進 ・昇格 の機

会」，「研究の支援体制」，「研究開発予算」，「外部

での研究発表の機会」，「研究開発の自由度」の5

項目の設問で公的部門 と民間部門で有意な差があ

り，いずれ も民間部門より公的部門の研究開発者

が，より重要だと考えていた。この うち 「研究の

支援体制」，「研究開発予算」，「外部での研究発表

の機会」に関する満足度に有意な差があったが，

「研究の支援体制」，「研究開発予算」では民間部門

の研究開発者の満足度が高 く，厂外部での研究発

表の機会」のみ，公的部門の研究開発者の満足度

が高い。

 文献 サ ーべ 一で もみ た よ うにV.Sucitra

Mouly・Jayaram K. Sankaran[1995]は 事例研

究の結果から，公的部門のR&D組 織の効率を阻

害する要因として，(1)管 理部門の様々な レベル

における官僚的な上下関係，(2)R&D活 動に対

す る組織外か らの不十分な支援が(3)学 会や研

究会への出席などの仲間同士による相互交流の機

会の欠如，の3点 を指摘 した。

 27の 設問のうち 「上司の指導力」「仕事上の権

限」は(1)管 理部門の様々な レベルにおける官僚

的な上下関係の代理指標としてみることができよ

う。これに関 しては公的部門の研究開発者は民間

部門のそれより満足度は確かに低下 しているので

ある。 さらに 「社外の研究所との交流」，「外部で

の研究発表の機会」は(3)学 会などへの出席など

の仲間同士による相互作用の機会の欠如の，代理

指標としてみることができよう。 これは民間部門

より公的部門の研究開発者の方が満足度は高かっ

たが，両者の得点そのものが低いと考え られる。

そうであるならやはり相互交流が少ないことを表

している。

8.研 究 業 績

 研究業績は 「1.海外での特許申請」 か ら 「13.

国際会議 などの主催」までの13項 目とその他3

項 目， の計16項 目を示 して， それぞれに件数を

記入させた。その結果は公的部門が19.2件 ，民間

部門が8.7件 で，明 らかに公的部門の研究開発者

の方が民間部門の研究開発者 より研究業績 は多

い。 しか しながら公的部門の研究開発者は中高齢

者が多かったことを考えると，公的部門における

研究開発者の研究業績の多さは年齢が高いことに

よるか もしれない。そこでそれぞれの研究業績を

年齢で除 して100を 乗 じた 「研究業績指数」を

作った。この研究業績指数は研究業績件数を年齢

で除 しているので，年齢の影響を免れる。それで

も公的部門は41.5， 民間部門は23.2で ， 公的部

門の研究開発者の研究業績指数は民間部門のそれ

より2倍 近い(表21参 照)。
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 さらに研究業績をブレイクダウンして，公的部

門と民間部門 との差違をみたのが表22で ある。

つまり「海外での特許申請」，「国内での特許申請」

をまとめて，「特許申請」に した。また 「海外での

学会発表」，「国内での学会発表」，「海外雑誌への

論文掲載」，「国内雑誌への論文掲載」をまとめて

「発表 ・論文」とした。「研究開発成果の製品化」，

「研究開発成果の社内表彰」も「事業部からの重大

な要請に応える」を 「製品化等」とした。「招待講

演」， 「国際会議などの座長， 「国際会議などの主

催」は 「講演 ・座長」とした。また前と同様に研

究業績指数 も作 った。 これによっても 「特許 申

請」，「発表 ・論文」，「講演 ・座長」はいずれも公

的部門の研究開発者の方が民間部門のそれより高

く，有意な差があった。さらに研究業績指数では，

特許申請 と発表 ・論文の2っ に有意 な差があり，

公的部門の方が高い。ただ 「製品化等」では件数

の平均値 は公的部門 と民間部門 ともかなり接近

し，年齢を考慮 した研究業績指数では数値は逆転

して，民間部門の研究開発者の方が大きくなって

いる。 しかしながら統計的には有意ではない。

 この公的部門と民間部門の研究業績上の格差に

は，民間部門のR&D部 門の歴史が浅 く，十分に

機能 していないことがあるか もしれない。さらに

公的部門の方が研究開発者の学歴水準が高いこと

でも示されるように，公的部門の研究開発者はよ

り高度の研究開発能力をもっものが多いことを示

唆 しているとも考え られる。

 また前 にみたようにR&D環 境 に関連す る満

足度 は明らかに公的部門の研究開発者 より民間部

経営形態

研究業績

表21 すべて の研究業績(経 営形態別)

L N

研究業績(標 準化)

**P<0 .01
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8
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■
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4.7152

3.4393

特許申請

表22研 究業績(経 営形態別)

経営形態

公的部門
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発表 ・論文

製品化等
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特許申請(研 究業績指数)  公的部門

             民間部門

発表 ・論文(研 究業績指数) 公的部門

             民間部門

製品化等(研 究業績指数)  公的部門

             民間部門
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4392
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14.9576

5767
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   .1397

   .1099

1.6068

1.2295

.3631

.3536

8.4693

2.3382

.6161

.1922

2.6358**

1.3527
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.3084

.3312

26.3083** 1  44.3178

10.7694   1  32.5375

3.2322

2.6746
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.01，*P<0.05
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表23 すべての研究業績(研 究業績指数，総合的な満足度別，経営形態別)
研究業績指数

弩難 轡 満足劇 一¥/均一値「 度一…三剰 霹 偏ガ
公的部門  不満

     満足

     合計

民間部門  不満

     満足
     合計

47.1902**

38.6314

41.3641

13.4102**

25.0162

22.5093

合計 満

足

計

不
満

合

**P<0 .01

   

■Li讖i

53

113

166

27

98

125

80

211

291

83.1724

51.8851

63.4308

12.5094

39.2095

35.4745

69.7371

46.8212

53.9881

門の研究開発者の方が高い。すなわちR&D環 境

の高い満足度は，必ずしも民間部門における研究

開発者の研究業績を高あることには結びついてい

ないのである。

 それどころかその逆のケースす らある。っまり

表23に みるように，公的部門の研究開発者では，

「総合的な満足度」にっいて不満 としているにも

関わらず，同じ公的部門の研究開発者で満足 と回

答 している研究開発者より研究業績指数は高いの

である。 しかし民間部門では総合的な満足度につ

いて不満な研究開発者の研究業績指数は，満足と

する研究開発者に比較 して低いのである。

 つまり公的部門では満足度が高さが必ず しも研

究業績の多さに結びつかず，かえって不満をもっ

研究開発者の方が研究業績が多 くなることもあ

る。

9.む す び

 公的部門の研究開発者と民間部門の研究開発者

のキャリア，コミットメントなどの職業意識，仕

事満足度そ して研究業績をみてきた。

 公的部門では年齢は高いのにも関わらず，年齢

に比較 して一般職に就いているものが多 く，また

職務内容では，応用研究などが多かった。 これに

対 して民間部門では職位 も一般職は少なく，また

職務内容は開発設計が半分を占めていた。

 転職では公的部門では1/4が 経験 しているの

に対 して民間部門は半分の研究開発者が経験 して

いた。また公的部門，民間部門の研究開発者はど

ち らも研究そのものに強い帰属意識を もってい

た。

 仕事満足度では 「雇用の安定」を含む3項 目以

外の24項 目の仕事満足度で民間部門の研究開発

者の満足度が公的部門より高 く，そのうち14項

目に関しては有意な差があった。

 また研究業績では公的部門の研究開発者の方が

民間部門のそれより2倍 近い研究業績がある。年

齢の影響を除いた研究業績指数でみても，両者に

は2倍 近い格差がある。仕事満足度では公的部門

より民間部門の研究開発者の方がはるかに満足度

は高かった。 しか しながら，現状では，その満足

度の高さは研究業績 には結 びついていないのであ

る。

 また公的部門と民間部門ではR&D環 境 に対

する満足度 と研究業績の関係が逆になる場合 もあ

ることを示 している。っまり公的部門では満足度

の高さが必ず しも研究業績の多さに結びっかず，

かえって不満をもつ研究開発者の方が研究業績が

多 くなることもあるのである。

注

1)V.Sucitra Mouly・Jayaram K . Sankaran

  [1995]pp.30-31.

2)以 上 在 印 日 本 大 使 館[1998]pp.1-3 .

3) DST[1994]p.31.

4) DSIR[1997]p.8.

5) DSIR[1997]pp.31-33.

6) DSIR[1997]pp.43-44.
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本 調 査1997年9月 か ら1998年7月 にか け て

実施 された.各 機 関に調査票 と封筒 を配布 し，調

査 票 は封筒 密封 の状態 で機 関 ・会社経 由で回収

した。調査 票 は17機 関 ・企 業 に948票 を配布

し，回収 された有効票 は411票 で，有効回収率 は

43.3%で あ った。 なお対象機 関 ・企業 は チェ ン

ナイ(マ ドラス)に 所在 する1機 関を除 いて，い

ず れ もイ ン ド，カルナタカ州 の首都バ ンガロール

ない しその近郊 に所在 して いる。
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